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表 : 播種期 (収量230～ 400″ )

1ま え が き

水田利用再編対策によって転換畑の大豆作面積は年々増

加し,昭和 54年 には 3,840h3と なり,転換作物の中では面

積第 1位 と重要な位置をしめるに至った。しかしながらそ

の収量は過去最高の昭和 54年収量でも108あ たり154り と

低く,大豆作の定着化にはまずこの収量を200″以上とし,

良質化することが急務とされる。一方豆類経営改善共励会

に参加する農家や集団の平均収量は300″ を越 しており,

技術実態を改善すれば平均収量を200″以上に到達させう

ることを示唆している。このため低収段階にある農家と多

収段階にある農家の主要な技術について調査し,更に既応

の資料との比較をすることによって改善すべき技術の位置

づけを行ったのでその概要を報告する。

2調 査 方 法

次の農家圃場について聞取 りおよび実測によって調査し

た。

1)多収農家群 : 昭和54年秋田県豆類経営改善共励会

参加農家のうち,刈取 り調査を行った圃場。農家数29戸 ,

収量範囲103あ たり230″ ～ 400″ ,平均300均。

2)低収農家群 : 畑作共済加入農家のうち多収農家の

近隣であり,減収理由として分割基準を適用された圃場で,

株数については播種時点での実測,収量はいずれも150り

以下であるが共済事故があるため収量については考察から

除外した。農家数 166戸。

3調 査 結 果

1 播種期 : 秋田県における播種期は 5月 下旬から6月

上旬が好適期間とされてお り, この範囲であれば減収はほ

とんどないことがこれまでの試験によって明 らかである。

対象農家の播種期は表 1の とお りで,適期中に播種が行わ

れ,播種期 と収量 との相関 もみられないことから低収要因

として播種期をあげることはできない。

2 栽植密度 : どれだけの栽植密度にするかは農家の意

志決定する重要な技術であり,県指導指針などでも″あた
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表 2 栽植密度 (″ あたり株数 )

農家群
株
下

２
以

-4 -6 -8 -10 ～ 12 計

多 収 20 7

低 収 34 9

り12～ 14本 を基準としており,過去における多収事例の多

くもこの範囲にあるものが多い。低収農家群ではこの播種

段階ですでに著しく疎植となっており, 7あたり6株以下

が868%,そ のうち4株以下が519%を しめている。これ

に対 し多収農家群は8株以上が868%を しめており,両者

間の最も大きなちがいとなっている(表 2)。 なぜ低収農

家群の栽植密度が少ないのかは栽培意欲とも関連するが ,

技術的には排水不良.整地困難で畦巾 17以 上とするなど

が原因として観察された。

3 土壌改良資材 : 土壌改良資材の施用状況は表 3の と

おりであって普及率はかなり高 くなっており,施用農家の

平均施用量もほぼ十分な量とみられる。石灰,燐酸資材の

両方とも施用しない農家は全 くなかった。また投入内容を

みると燐酸,石灰質資材と有機物を組合せ投入している農

家が50%と 半数をしめ,石灰,燐酸併用 192%と 約 70%の

農家が標準的な改良資材投入を行っていることがわかった。

表 3 土壌改良資材投入 (多収農家 )

4 有機物投入 : 有機物は堆厩肥.家畜糞尿.稲 わらな

どで70%の農家が投入していて収量差もみられるが,調査

圃場のほとんどが転換 2年以内であり改良資材との併用効

播 種 期
5月 15
^ン20日 ^´ 25日 ‐́30日

6月
-5日 -10日 合 計

農家比率 3弾
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果と考えられる。

表4 有機物投入 (多 収農家 )

5 施肥量 : 施肥は大豆用化成または複合肥料で施用 さ

れているが ,豚糞尿多用農家では無肥料 もみられる。施用

量は表 5の とおりで収量水準 300～ 400″ と300″ 以下～

230り までの間には差がみられない。 これは転換作での大

豆導入が農家にとって新 しい経験で技術 も少なく,普及指

導の基準量 どおり行われていることを示すとともに,肥料

の施用袋数 も2～ 3袋 とされていることと関係が深いが ,

反面圃場に対応 した施肥技術にまで至っていないこととも

思われる。

表 5 施肥量 (多収農家 )

収量水準 N(″ ) P205 島 0

300″ 以上

299切 以 下

平  均

表 6 土壌の化学性 (多収農家 )

平 均 最 低 最 高

5 26 I120

C  D  C 26 18 19 15 36 98

塩基飽和度 1014 %

有 効 P 18 14 移 /100′

有効態燐酸 (叩 /1009)

図 1 有効態燐酸と収量 (多収農家 )

また作付け跡地土壌の化学性を調査した結果を表 6,図

1に示したが,多収農家では土壌化学性の改善が進められ

ていることがうかがわれるとともに,有効態燐酸と収量の

相関がみられることから,土壊中の燐酸濃度を高めること

が多収要因として必要とみられた。昭和54年 に実施した肥

沃度を異にした目場での大豆栽培試験の結果 も燐酸濃度の

高い圃場が収量水準が高かったことからも裏付けられる。

6 病害虫防除 : 秋田県における出荷大豆のうち昭和54

年には24%が規格外に格付けされた。その主な原因は紫斑

病被害粒によるものが最 も多く,虫害粒の混入によるもの

がこれについでいる。農家における防除の状態は表 7の と

おりである。これによると種子害虫防除の普及率はおよそ

90%と 高いが,紫斑病防除は42%と 低 くなっている。この

原因は虫害防除薬剤は人手 しやすく,また指導 も十分であ

るが,紫斑病防除は登録薬剤が少なく,ま た登録農薬の入

手困難などがあって普及 もやや消極的であったことが指摘

される。虫害防除効果は被害粒が少なく明らかでないが ,

本年著しく発生の多かった紫斑粒の発生に対する防除効果

は極めて大きいことが示された。

表7 防除 (多 収農家 )

用

無

施

有

家
合
＞

農
割
＜

平 均
施用量
(1)

勁峰０
備 考

堆 肥

生 ヮラ
秋散布

無肥用

538

154

30 8

10

18

0

302 5

3068

258 7

鶏糞,豚糞堆肥含む

生ワラ,豚糞尿含む

回 数

病 虫 害 防 除 中耕培

土回数

除草剤

(走警)虫 害 紫 斑 病

農 家
割 合
(%)

議輝①

農 家
割 合
(%)

被害
粒 率
6)

豚船∽
豚船的

無防除

1 回

2   [コ

3 回

115

38 5

346

154

08

22

06

18

580

333

84

0

20 1

52

04

0

20 8

62 5

167
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4 ま

転換作大豆の技術実態から低収要因を排除し,品質収量

を大幅に向上させるには固場俳水,特 に営農排水を十分行

い,立毛数を確保することが極めて重要であることが知ら

れた。そして土壌改良.有機物投入が高収をささえている。

低収農家では排水不十分,播種粒致不足,湿害,結果と

して無除草放任 ,無防除となっていることが多く,こ の改

善が望まれる。また品質向上のために防除のはたす役割の

大きいことが指摘され,こ の面での技術改善と普及が必要

と思われた。
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